
資料６ 
 

登録政治資金監査人の登録申請について
 
１．申請の手続 
 弁護士、公認会計士又は税理士の方は、政治資金適正化委員会に備える登録政治資金監査人名簿への

登録を受けて、登録政治資金監査人になることができます（政治資金規正法第１９条の１８第 1 項）。 
 登録政治資金監査人の登録を受けようとする方は、政治資金適正化委員会に次に掲げる書類等一式を

提出してください。 

 
２．提出書類等一式 
 ①登録政治資金監査人登録申請書（別紙１） 
 ②政治資金規正法第１９条の１８第２項各号のいずれにも該当しない旨の宣誓書（別紙２） 

③申請者の写真２葉（無帽、無背景、縦２．８ｃｍ、横２．４ｃｍ、撮影後３ヶ月以内のもの、裏面

に氏名を記入） 
 ④戸籍抄本（申請日前３ヶ月以内に作成されたもの） 
 ⑤住民票の写し（申請日前３ヶ月以内に作成されたもの） 
 ⑥弁護士、公認会計士又は税理士であることを証する書面（日本弁護士連合会、日本公認会計士協会

又は日本税理士会連合会が発行した証明書で、申請日前３ヶ月以内に作成されたもの） 
⑦登録免許税１万５千円分の収入印紙（登録申請書に貼付し、消印しないこと） 

 
３．提出方法 
 登録申請をされる方は、提出書類等一式を政治資金適正化委員会へ郵送、もしくは直接持参してくだ

さい。郵送の場合は、一般書留又は簡易書留での郵送をお願いします。 

 
４．登録申請上の注意 
 登録申請書の各欄は裏面の登録申請書記入例を参照し、明瞭、正確に記入してください。 
 登録政治資金監査人の登録は平成２０年９月から随時受付をします。 

    
 
政治資金規正法第１９条の２４の規定により、登録政治資金監査人の登録をしたときは、官報により、登録年月日、

登録番号及び氏名を公告いたします。 
また、総務省ホームページにおいて、官報へ掲載する事項のほか、国会議員関係政治団体の利便に供するため、「弁

護士、公認会計士又は税理士であることの別」、「事務所の名称」、「事務所の所在地」及び「政治資金規正法第１９条の

２７第１項の規定による研修の修了の有無」を公告いたします。 
この４事項について、非公告としたい方は、「氏名」及び「総務省ホームページにおいて非公告としたい事項」を記

入し（様式任意）、登録申請書とともに政治資金適正化委員会に提出してください。 
なお、登録申請のあった住所等に、政治資金適正化委員会からの通知等を送付する場合があります。 

個人情報の取扱いについて  
 
 
 
 
 

登録申請・問い合わせ先： 
〒100-8926 

東京都千代田区霞が関２―１―２ 

中央合同庁舎第２号館 ９階 

総務省 政治資金適正化委員会 
 

℡：03-5253-5598（直通） 

URL:http://www.soumu.go.jp/menu_03/shingi_ 

  kenkyu/seiji_tekisei/seiji_tekisei.html 
 

※登録申請書については、上記URLからダウンロードできます。
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（記入例）

氏　名 　　㊞
（自署）

　 政治資金規正法第１９条の２０第１項の規定により、登録政治資金監査人の登録を、下記の

とおり申請します。

ふりがな 性 別

℡　０３ （○○○○　）

○○県○○市○○町○丁目○番地 ℡ （　　　　　）

○○県□□市××町○○○番地 ℡ （　　　　　）

○○県□□市××町××丁目××番地 ℡ （　　　　　）

（添付書類）
申請者の写真（無帽・無背景、タテ２．８㎝、 ヨコ２．４㎝、撮影後３月以内のものに限る。）
戸籍抄本（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
住民票の写し（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
政治資金規正法第１９条の１８第１項各号のいずれかに該当する者であることを証する書面（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
政治資金規正法第１９条の１８第２項各号のいずれにも該当しない旨の宣誓書

平成　□□　年　○○　月　△△　日

登録政治資金監査人登録申請書　
収　入　印　紙　貼　付　欄

１万５千円

消印しないこと

政治資金適正化委員会　殿

記

　　　　　　　てきせい　たろう 男　　　・　　　女

氏　名 適正　太郎 生年月日
明　・　大　・　昭　・　平

△△　年　○○　月　××　　　日生

本　籍
東京都○○区○○町○丁目○番

住　所
〒100-8926

東京都○○区○○町○丁目○番

政 治 資 金 規 正 法
第１９条の１８第１項
各号のいずれかに
該当する旨、その資
格 の 取 得 年 月 日
及 び 資 格 番 号

政 治 資 金 規 正 法 第 １ ９ 条 の １ ８
第１項各号のいずれかに該当する旨 １．弁護士　　　　　　　　２．公認会計士　　　　　　　　３．税理士

（いずれかに○）

取 得 年 月 日 昭和○○年　□□月　××日

資 格 番 号 第○○○×××号

イ　弁護士法人、監査法人又は税理士法人の社員である場合

主たる事務所
名 称

所在地
〒000-0000

税理士法人○○

従たる事務所
名 称

所在地
〒000-0000

税理士法人○○　　□□事務所

ロ　イに掲げる場合以外の場合

事務所
名 称

所在地
〒000-0000

適正太郎税理士事務所

適正 太郎

××××

□□□ □□□ ○○○○

□□□ □□□ ○○○○

□□□ □□□ ××××

戸籍抄本に記載されているとおり記入してくださ

い。

弁護士名簿、公認会計士

名簿又は税理士名簿に登

録を受けた年月日及び登

録番号を記入してください。

※イまたはロのいずれかを記入してください。

※イまたはロのいずれかを記入してください。

住民票の写しに記載されている

とおり記入してください。
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（別紙１）

氏　名 　　㊞
（自署）

　 政治資金規正法第１９条の２０第１項の規定により、登録政治資金監査人の登録を、下記の

とおり申請します。

ふりがな 性 別

℡ （　　　　　）

℡ （　　　　　）

℡ （　　　　　）

℡ （　　　　　）

（添付書類）
申請者の写真（無帽・無背景、タテ２．８㎝、 ヨコ２．４㎝、撮影後３月以内のものに限る。）
戸籍抄本（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
住民票の写し（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
政治資金規正法第１９条の１８第１項各号のいずれかに該当する者であることを証する書面（申請の日前３月以内に作成されたものに限る。）
政治資金規正法第１９条の１８第２項各号のいずれにも該当しない旨の宣誓書

平成　　　　年　　　　月　　　　日

登録政治資金監査人登録申請書
収　入　印　紙　貼　付　欄

１万５千円

消印しないこと

政治資金適正化委員会　殿

記

男　　　・　　　女

氏　名 生年月日
明　・　大　・　昭　・　平

年　　　　月　　　　日生

本　籍

住　所
〒

政 治 資 金 規 正 法
第１９条の１８第１項
各号のいずれかに
該当する旨、その資
格 の 取 得 年 月 日
及 び 資 格 番 号

政 治 資 金 規 正 法 第 １ ９ 条 の １ ８
第１項各号のいずれかに該当する旨 １．弁護士　　　　　　　　２．公認会計士　　　　　　　　３．税理士

（いずれかに○）

取 得 年 月 日

資 格 番 号

イ　弁護士法人、監査法人又は税理士法人の社員である場合

主たる事務所
名 称

所在地
〒

従たる事務所
名 称

所在地
〒

ロ　イに掲げる場合以外の場合

事務所
名 称

所在地
〒
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（別紙２）

宣　　　　誓　　　　書

平成　　　　年　　　　月　　　　日

政治資金適正化委員会　　殿

住 所

氏 名 ㊞

（自署）

　私は、政治資金規正法第１９条の１８第２項各号のいずれにも該当する者でないことを誓います。

～参照～

政治資金規正法

　 （登録） 
第１９条の１８ 　次の各号のいずれかに該当する者は、登録政治資金監査人名簿に、氏名、生年月日、住所その他 
　 総務省令で定める事項の登録を受けて、登録政治資金監査人となることができる。
　 一 　弁護士
　 二 　公認会計士
　 三 　税理士
２  　次の各号のいずれかに該当する者は、前項の登録を受けることができない。
 　一 　第２６条の６又は第２６条の７の罪を犯し刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることのなく
　 　　なつた日から３年を経過しない者
 　二 　第１９条の２２第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から３年を経過しない者
 　三 　懲戒処分により、弁護士、公認会計士又は税理士の業務を停止された者で、現にその処分を受けているもの
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